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研究成果の概要（和文）：本研究は、満州事変から第二次大戦後にかけての日本政府、特に外務

省の対外戦略の性質とその変化を、当時の国際関係と歴史的文脈の中で明らかにするものであ

る。当初は１９３０年代の日本外務省の対外戦略に関する分析を優先し、後半から戦時期日本

の世界戦略と戦後構想をプロパガンダ工作や冷戦の起源との関わりで考察した。こうした成果

からは報告者なりに「新しい」日本外交史研究手法の輪郭を感じることができた。今後はより

実証面に特化した成果公表を目指して努力していきたい。 

 
研究成果の概要（英文）：Having launching this project I came to focus my attention on 
extracting the variety of strategies within the Ministry of Foreign Affairs (MOFA) before 
and after the attack of Pearl Harbor. I had published an article on the rivalry competition 
of the strategies within MOFA in the early 1930s while I had kept analyzing the classical 
and recent strategic theories to be applied into Japanese historical context of the days. 
I also had published articles on the strategies of MOFA during the WW II with special 
reference to the origins of the Cold War and the propaganda project called ‘Japonicus’ 
and ‘Sannenkai’ by MOFA. More empirical studies on Japanese diplomacy of the period 
in the international historical perspectives will be naturally within my view and it 
cannot be accomplished without the products of the basic theoretical elaborations and 
fact-finding endeavors through this 3 years project. 
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１．研究開始当初の背景 
（１）研究を開始した時期には、歴史認識が
隣国で政治争点化たり続けていた一方、第二
次大戦終結後６０年以上を経て、１９３０年
代から敗戦直後にかけての日本外交史が、遙

かに客観的に分析できる状況が生まれてい
た。英米の学界においても事情は同じであっ
て、改めて第二次大戦の起源を問い直す動き
がみられた。しかし、そうした研究動向を見
てみると、日本の学界における近年のめざま
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しい実証研究の成果を反映したものはほぼ
皆無であるという驚くべき状況であること
がわかった。こうした状況が生まれた理由に
は、言語の問題をさておけば、彼ら欧米の学
界がもつ関心と切り結べるような視点を、
我々日本外交史／政治外交史の研究者が必
ずしも強く意識してはいなかったことが指
摘できよう。言い換えれば、現在の日本外交
史／政治外交史は、国際的な広がりを持つ視
点を欠いているのではないだろうか。日本外
交史／日本政治外交史という「一国史」の視
点のある意味での「国際化」の方法、そして
そのあるべき方向性を探りたいという関心
が強まっていったのが、研究を開始した段階
であった。 
 
（２）また、２００９―１０年のロンドンで
の在外研究時にイギリス公文書館で外交文
書を中心とした史料調査を行う間に気がつ
いたことは、１９３０年代の日本外交再構築
の鍵を握っていたイギリスが、同時代的に日
本が意識していた争点を、日本とは（ある場
合には１８０度といってよいほど）異なる視
点で認識し、対応策を考えていたことであっ
た。こうした状況を「認識ギャップ」と呼べ
ば、実はそうした認識ギャップは、その後の
日英両学界の研究にも反映され、大きな解釈
の相違を生んでいるともいえる。同じことは
日中間・日米間でも存在しているはずであっ
て、「一国史」的「一言語」的アプローチか
ら脱却し、「国際史」的「マルチアーキバル」
的なアプローチを用いることで、こうしたギ
ャップを埋めつつ、新しいかたちの実証研究
が可能ではないかと考えるようになってい
た。 
 
（３）最後に、従来型の外交史の実証研究が、
近年、日本のみならず諸外国でもかつてのよ
うな勢いを失っていたことを指摘しておき
たい。「外交史の終焉」とでもいうべきこう
した状況に、我々実証研究者の側はどのよう
な態度をとればいいのだろうか。言い換えれ
ば、実証研究の面白さと有効性をどのように
主張すればいいか。そうした点についても考
えたかった。 
 
２．研究の目的 

以上のような関心から始められた本研究
であるが、具体的には、満州事変から第二次
大戦後にかけての日本の対外戦略の性質と
その変化を、当時の国際関係と歴史的文脈の
中で明らかにすることを目的としたもので
あった。この目的は以下のような個別の課題
に細分化できる。 
 
（１）第１に、満州事変から国連脱退通告と
停戦協定が結ばれた１９３１年から３３年

年までのいわゆる「満州危機」（欧米ではこ
の間の一連の動きを Manchurian Crisisと呼
ぶ）が一旦終息してからの日本の対外戦略を
明らかにする。 
 
（２）第２に、その時期の対外戦略の競合関
係を明らかにし、１９３０年代半ば以降の対
外戦略の変遷を明らかにする。 
 
（３）第３に、日英米開戦前夜の対英米・対
独伊交渉の様相を以上のような観点から再
検証する。 
 
（４）第４に、開戦以降の日本の対外構想を
戦後秩序形成の動きの中で位置づける。 
 
３．研究の方法 
以上のような具体的目的を達成するため

に、本研究では以下のような方法を採用した。 
 
（１）第１に、研究史の整理と理論的方法の
検討を行うことである。日本外交史／政治外
交史の古典と言われる研究も見直すだけで
はなく、国際関係論・国際関係史の最新の動
向も幅広く検討する。 
 
（２）第２に、マリチアーキバルな手法を用
いて、国際関係史的な知見を深めるため、イ
ギリス公文書館その他の個人文書（特に第二
次世界大戦勃発次の外務政務次官であった
バトラー、国務大臣であったハンキー卿の文
書）から、アメリカ公文書館とその他の個人
文書（特に、駐日大使であったグルーとグル
ーの友人であったキャッスルの文書）、さら
に台湾にある国民政府関係の外交文書を調
査する。国内においては、１９３４年より横
浜正金銀行のロンドン支店支配人であった
加納久朗文書（千葉県上総一ノ宮市）、１９
３８年より４１年まで駐英大使を務めてい
た重光葵の新発見の文書（大分県杵築市）、
重光の前任者の吉田茂や重光の外務大臣時
代に秘書を努めた加瀬俊一文書（国会図書
館）、重光の次官時代から親しかった松本忠
雄の史料（首都大学東京）などの新資料を整
理し、利用する。 
 
（３）第３に、政治学的思考と歴史学的緻密
さ、言い換えれば「理論」と「実証」の融合
を目指すという外交史／政治外交史の基本
に立ち返り、新しい日本外交研究のかたちを
探る。 
 
４．研究成果 
以上のような目的と手法を用いて行って

きた研究成果を、以下、４つの目的に従って
まとめて行きたい。 
 



 

 

（１）第１の目的は、満州事変から国連脱退
通告と停戦協定が結ばれた１９３１年から
３３年までのいわゆる「満州危機」（欧米で
はこの間の一連の動きを Manchurian Crisis
と呼ぶ）が一旦終息してからの日本の対外戦
略を明らかにすることである。 
 
①そもそも満州危機に関しては、Ian Nish、
“ Japan's Struggle with Internationalism  
: Japan, China, and the League of Nations, 
1931-3”, (K. Paul International, 1993)、
臼井勝美『満州国と国際連盟』（吉川弘文館、
１９９５年）、クリストファーソーン『満州
事変とは何だったのか』（草思社、１９９４
年）などの代表的な研究がある。特にこの時
期の国際関係は、国際関係論と外交史の手法
的連鎖をめぐる優れた題材でもあり、数多く
の優れた研究がなされている。 
 
②こうした優れた先行研究をうけ、報告者は、
「開戦に至る駐英日本大使館と外務省―対
英 外 交 にみ る 「外 務省 外 交」 の 構図 
1930-1941（仮）」（以下、「開戦に至る駐英大
使館」。２０１２年度投稿済み）において、
松平恒雄、吉田茂、重光葵という３０年代に
相次いで駐英大使となった外交官、さらに東
郷茂徳や佐藤尚武ら国際連盟勤務経験者ら
の戦略、パーソナリティ、そして人間関係、
を軸に、この時期をふくむ３０年代の日本外
交史に新しい視角からアプローチを試みた。
そこで明らかとなったのは、「親英派」と言
われる外交官の時期の相違、立場の相違によ
る戦略や態度の変化であり、それと並行して
進んだ省中央における戦略変化である。 
 
③しかし、「満州危機」においては、そうし
た相違が必ずしも顕著ではなかった。また、
「日本外務省の対外戦略の競合とその帰結 
１９３３－３８」（以下、「日本外務省の対外
戦略」。２０１１年度）で描いたように、こ
れ以降の外務省中央における欧米との関係
改善を重視する「欧米派」、欧米との摩擦を
恐れずにアジア進出に積極的たるべしとす
る「革新派」、そして究極的には東アジアか
らの欧米勢力の駆逐を目指しつつも欧米と
の合意を重視する「アジア派」の三つの対外
戦略の輪郭を描き、その競合関係をアジア派
が巧みに統制した。尐なくとも日中戦争勃発
までは、三者の均衡が保たれていたことを明
らかにした。 
 
④また、同時に、松本文書中の対中政策関連
の公電・調書類を整理した。外交史料館にも
保存されていない重要な書類のリストと分
析の成果は、当該時期の対中政策関連の公電
類を集めた『日本外交文書』所収のものとの
比較検討を含めて、今後の課題としたい。 

 
（２）第２の目的は、３３年以降の対外戦略
の変遷を明らかにすることである。 
 
①前述のように、「開戦に至る駐英大使館」
および「日本外務省の対外戦略」では、省中
央の三者が日中戦争勃発までは、ともに「日
英協調」には大きな可能性があると考えてい
たことを明らかにした。 
 
②しかし、彼等の対英外交への積極性には均
衡の中の競合というべき、「同床異夢」の側
面が強かった。日中全面戦争勃発後の新たな
対外危機の中、三者の競合関係は更に強化さ
れていくが、「欧米派」型の「日英（米）協
調」を前提とした対外戦略の実現可能性が大
幅に減尐してゆく一方で、「アジア派」は、
次第に「ソ連の脅威」を高唱しつつ日本を共
産主義に対する「東洋の防壁」として認識さ
せることで、日本の極東覇権という目的とイ
ギリスを中心とする欧米列強との協調とを
両立させようとしはじめる。しかし、この戦
略も、日独防共協定を受け、日中戦争を経て
日本が急激に反英的となって行くにつれ、英
米の信頼を得られなくなっていった。他方で
「革新派」は次第に独伊への接近を強め、イ
ギリスへの対抗心を強めるようになる。これ
以降、外務省内部では、鋭い競合関係を有し
ていた「欧米派」と「アジア派」が接近し、
「革新派」に対抗してゆくという図式が生ま
れてゆく。 
 
（３）第３の目的は、これ以降の日英米開戦
前夜の対英米・対独伊交渉の様相を以上のよ
うな経緯を踏まえて再検証することであっ
た。この目的に関しては報告者の論文として
は十分に達成できなかったが、二つの翻訳お
よびアメリカ・台湾での資料調査において、
二つの方向性を得た。 
 
①第一が、アメリカにおける「親日派」とい
われるグルー及びキャッスル、イギリスのバ
トラー及びハンキー卿の対外構想との関連
である。彼等は東アジアにおける最大の脅威
はソ連であると考えていた。そして、日本が
アメリカ・イギリスの利益（中国市場や権益）
を日本が擁護してくれるという前提が確保
されれば、日本の一定の覇権をみとめるべき
だと考えていた。それは「アジア派」が３０
年代後半に構想していた「地域主義的冷戦」
戦略の実現可能性を考える上で大きな示唆
を与えるものである。 
 
②第二が、こうした構想の実現可能性を奪っ
た要因としての中国外交・欧州におけるドイ
ツの侵攻・両国における政局と日本の軍事侵
攻との関連である。現時点では、これらの要



 

 

因のいずれが決定的であったかという点よ
りも、これらが如何に複合的に日本の対外戦
略の挫折を導いたのかという点が重要であ
ると考えている。 

こうした点の実証は今後の課題としたい。 
 
（４）第４の目的は、開戦以降の日本の対外
構想を戦後秩序形成の動きの中で位置づけ
ることである。この点については、「外務省
と知識人 １９４４－１９４５」（１）（２）
（２０１２－１３）、「第二次世界大戦期にお
ける国際情勢認識と対外構想」（２０１３年
度）で明らかにした。 
 
①１９４１年の開戦は３０年代の対外戦略
を一旦白紙に戻すこととなった。しかし、「ア
ジア派」の東アジアにおける覇権確立の野心
まで失われることはなかった。重光外相を中
心に、大東亜会議などを通じて、「地域主義」
的戦後構想が展開されたのはその証拠であ
る。 
 
②しかし、次第に冷戦的な兆候が現れるにつ
れ、かつての「地域主義的冷戦」戦略から「防
共」的側面が消滅し、ソ連との協調を前提と
した「地域主義」的路線が構想される。戦時
日本では、「対英米協調」による戦後構想（近
衛文麿や吉田茂に代表される）と「対ソ協調」
による戦後構想（重光や木戸幸一、西田幾多
郎らも一時はこの路線を支持した）の二つの
方向が同時に目指されることとなった。それ
は、冷戦の顕在化に対応した一種の合理性を
持つ戦後構想であると理解すべきものであ
ろう。しかし、無条件降伏後の日本は、この
いずれを選択するかという問題は発生しな
かった。日本は、国体を護持するという「最
小限の自衛」論によって敗戦を迎えることと
なるのである。 
 
（５）以上のことから分かるのは以下のよう
な点である。 
 
①１９３０年代から戦時にかけての日本外
交には「英米協調」対「日中提携」、あるい
は「親自由主義（連合）国」対「新ファシズ
ム（枢軸）国」という単純な対立図式に当て
はまらない多彩な戦略とそれらの競合関係
があったこと。 
 
②また、こうした諸戦略を国内外の一次史料
から抽出する作業は、当然のことながら、一
九三〇年代以降の日本外交史像を再構成す
る必要性を感じさせるものであったことで
ある。 
 
③以上の課題を達成するには単純なる実証
的手法では不十分であり、最新の理論を単純

に適応すれば事足りるわけでもないこと。日
英米の公文書館を利用した経験から「日英米
の歴史記録をめぐる雑感」（２０１０年）、入
江昭、江口圭一、岡義武、佐藤誠三郎らの業
績を検証した「国際関係論と外交史のあい
だ」（２０１３年）および報告者の資料調査
などの経験を踏まえた「『一国史』でもなく
『国際関係史』でもなく」（２０１３年）な
どは、そうした理論的整理作業の成果の一部
である。 
 
④こうした知見は当然のように当該時期の
従来型の日本外交史像の再検討へと報告者
の関心を向かわせた。また、研究期間内に参
照した諸外国の実証研究の成果（たとえばイ
ギリス外交史、中国外交史など）と比較検討
することで、当時の日本の戦略とそれらとの
鋭い相克関係も浮かび上がらせる必要性も
痛感している。 
 
⑤以上のように、本研究は当初の目的を概ね
達成しただけではなく、その延長線上にある
新たな課題を浮かび上がらせることに成功
した。このことも本研究の成果とみなして良
いものだと考える。 
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